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Yahoo 地方紙 ５大紙 テレビ報道 通信社
2020年 2021年
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約3～40件/週

3～400件/週

気候変動に関連する報道の件数
（2020年4月～2021年6月）

出典：Climate Dialogue Japan資料よりJCLP事務局（地球環境戦略研究機関）作成
気候変動、温暖化、カーボンニュートラル等のキーワードを含む記事およびニュース数。地方紙、５大紙、通信社は日経テレコン、テレビ報道はg-searchによる（報道番組のみ）。

この1年で、日本の気候変動への機運は大きく上昇

気候変動に関連する報道の件数は、1年間で約10倍に増加。
政府のリーダーシップが起点になっている。
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石炭削減

約1千件/週
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0％ 50％ 100％

パリ協定の気温目標
（1.5/2℃）の認知2

5％

１：内閣府 気候変動に関する世論調査（2021年3月、N＝1767）、２：地球環境戦略研究機関調査（2021年3月、N＝2470）より。

もう一段深い納得感を得るための課題

特に、大幅な削減を急ぐ必要があることは殆ど知られていない。

パリ協定の認知1

パリ協定とその内容の認知度

パリ協定の内容の認知1

パリ協定の目標達成に
必要な削減幅、スピードの認知2

19％

13％ 「いつまでに、どれだけ」
削減すればいいの？

なぜ「50％の高み」に
挑戦する必要があるの？

図：地球環境戦略研究機関作成
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国民の多くがパリ協定を知っているが、その内容は十分知られていない。

温暖化が大変‼
パリ協定は知ってる！

84％

この10年が大事？
なぜ急ぐの？
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SNSの反応

写真：イオン株式会社 6
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